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歳　　入　　の　　特　　徴

市　　　　  税

○景気低迷に伴う企業収益の悪化により、法人市民税については、
対前年度比で 2 億 9,358 万円（△ 37.8％）の大幅な減収となり、
個人市民税については、1 億 5,972 万円（△ 3.4％）の減収とな
りました。

○評価替えにより、固定資産税が 1 億 4,756 万円（△ 3.1％）、都
市計画税も 2,452 万円（△ 3.4％）の減収となりました。

国・県支出金
○定額給付金事業の実施や国の経済対策に基づく地域活性化・経

済危機対策臨時交付金などにより、国庫支出金が対前年度比で
17 億 4,510 万円（79.2％）の増収となりました。

地 方 交 付 税
○景気低迷に伴う税収の減少や、地域の実情に応じた雇用対策の

財源措置として地域雇用創出推進費が創設されたことなどによ
り、普通交付税が、対前年度比 6 億 5,775 万円（23.0％）の増
収となりました。

市　　　　  債
○地方交付税の財源不足を補てんするための臨時財政対策債が 4

億 1,634 万円（55.2％）の大幅増となりましたが、借換債 2 億
8,850 万円（皆減）や減収補てん債 1 億円（△ 33.3％）の減など
により、総額ではほぼ同様の規模となりました。

譲与税・交付金
○自動車販売台数の減少のほか、エコカー減税の実施による影響

などにより、多くの譲与税・交付金において、対前年度比で減
収となりました。

歳  入  総  額 262億6,832万円（前年度比5.1％増）

262億
6,832万円

歳  出 歳  入
252億
449万円

108億7,751万円
（41.4％）

【125,992円】

108億7,751万円
（41.4％）

【125,992円】

市　税

52億5,663万円
（20.0％）
【60,886円】

52億5,663万円
（20.0％）
【60,886円】

国・県支出金
40億305万円
（15.2％）
【46,367円】

40億305万円
（15.2％）
【46,367円】

地方交付税

市　債
22億3,032万円（8.5％）

【25,833円】
22億3,032万円（8.5％）

【25,833円】

譲与税・交付金
15億7,244万円（6.0％）【18,213円】15億7,244万円（6.0％）【18,213円】

 9億6,483万円
（3.7％）【11,175円】

 6億1,703万円
（2.4％）【7,147円】

 7億4,651万円
（2.8％）【8,647円】

繰越金

負担金・使用料 その他

75億4,820万円
（29.9％）
【87,429円】

75億4,820万円
（29.9％）
【87,429円】

民生費

43億6,269万円
（17.3％）
【50,532円】

43億6,269万円
（17.3％）
【50,532円】

総務費

39億2,189万円
（15.6％）
【45,427円】

39億2,189万円
（15.6％）
【45,427円】

土木費

30億4,930万円
（12.1％）
【35,319円】

30億4,930万円
（12.1％）
【35,319円】

教育費

28億346万円（11.1％）
【32,472円】

28億346万円（11.1％）
【32,472円】

公債費

衛生費
14億4,967万円
（5.8％）

【16,791円】

消防費 その他 10億1,296万円
（4.0％）【11,733円】

 10億5,632万円
（4.2％）【12,235円】

市民１人当たり
歳　入　計

【304,260円】

市民１人当たり
歳　出　計

【291,938円】

※グラフの【　  】の
　数値は、市民１人
　当たりの額です。


